
PG03 日本教育心理学会第 回総会発表論文集（ 年）

幼児期の情動発達と行動特徴との関連に関する研究（ ）
―情動発達と 傾向との関連―

○平川久美子（石巻専修大学） 高橋千枝（東北学院大学）
本郷一夫（東北大学） 飯島典子（宮城教育大学）

キーワード：情動発達，行動特徴，幼児

問題と目的

本研究は，幼児期から児童期における情動発達

のアセスメント・スケールを開発することを目的

とした研究の一部である。研究 3 では，研究 2 で

抽出された 2 つの行動特徴のうち ADHD 傾向に

着目し，幼児期における情動発達と ADHD 傾向と

の関連を明らかにすることを目的とした。

方 法

１．調査対象：研究 1 に同じ。研究 3 において情

動発達と ADHD 傾向との関連を明らかにするに

あたり，研究 2 で抽出された「ADHD 傾向」の 11
項目を用いて，それらの項目の平均得点が 4 未満

を ADHD 傾向低群（n=969），4 以上を ADHD 傾向

高群（n=99）として群分けを行った。

２．調査時期：研究 1 に同じ。

３．調査内容：研究 1 に同じ。

結果と考察

１．情動の領域別得点と ADHD 傾向との関連

7 つの領域別得点について ,ADHD 傾向低群と

ADHD 傾向高群との間の差を検討するために t 検
定を行った。その結果，〈誇り・恥〉を除く 6 つの

領域について有意差がみられた（Table 1）。〈表現

（表情）〉〈表現（言葉）〉〈過敏さ〉の得点は ADHD
傾向高群のほうが有意に高く，〈抑制〉〈理解〉〈共

感〉の得点は ADHD 傾向高群のほうが有意に低か

った。

２．情動の項目別得点と ADHD 傾向との関連

20 の項目別得点について，ADHD 傾向低群と

ADHD 傾向高群との間の差を検討するために t 検
定を行った。その結果，16 項目について有意差が

みられた。この中でも，ADHD 傾向低群と ADHD
傾向高群の間で項目別得点の差が大きかった上位

5 項目を Table 2 に示した。

Table 1 および Table 2 の結果より，①ADHD 傾

向の高い子どもは表情や言葉による表現，抑制，

理解，共感，過敏さなど情動発達の様々な側面に

おいて遅れがみられること，②とりわけ否定的情

動を抑制したり，表情や言葉で適切に表現したり

することが難しいことが示唆された。

付 記

なお，本研究は科学研究費補助金基盤研究（B）
「幼児期・児童期の情動発達アセスメント・スケ

ールの開発と保育・教育への応用」（研究代表：本

郷一夫）の助成を受けて行われた。
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項目別得点の差が大きかった項目（上位 項目）

領域 項目
傾向

低群

傾向

高群
値

過敏さ ちょっとしたことで嫌な顔をする

抑制 怒っている気持ちを抑える

抑制 悲しい気持ちを抑える

表現（表情） 怒っていることを表情で表現する

表現（言葉） 怒っていることを言葉で表現する

， ，
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問題と目的

本研究は 幼児期から児童期における情動発達

のアセスメント・スケールを開発することを目的

とした研究の一部である。本報告では 幼児の情動

発達と行動特徴に関する調査の結果から 幼児の

行動特徴を明らかにすることを目的としていた。

方 法

１．調査対象・時期： 研究１に同じ。

２．「行動特徴」の項目と手続き： 本郷他 印刷

中 で測定された「気になる」子どもの行動特徴に

関する項目 項目を幼児の生活場面にあうよう

に表現を修正し用いた。クラス担任にクラスに在

籍する全ての子どもについて各項目を「全くない」

～「よくある」 の 段階で評定してもらっ

た。

結果と考察

１．因子分析

幼児の行動特徴の因子構造を検討するために

探索的因子分析を行った。本研究では 因子構造

を仮定し主因子法 回転による因子分析を

行った。その結果 項目全てが採用された。

第１因子は 「他児にちょっかいを出す」「いけ

ないと分かっているのに ついついやってしまう」

「椅子に座っている時 他児に話しかける」など行

動調整に関する項目であったことから＜ 傾

向＞と命名した（下位尺度 項目）。第２因子は

「表情に異常がみられる」「話し言葉によるコミュ

ニケーションが難しい」「体の動きがぎこちない」

など の行動特徴に関する項目であったことか

ら＜ 傾向＞と命名した（下位尺度 項目）。

各因子の平均得点を因子別得点とし

のα計数を算出して各尺度の内的整合性を検討し

たところ 第１因子α＝ 第２因子α＝

と一定の内的整合性が確かめられ いずれの因子

も一定の信頼性を有していた。

２．因子別得点

には＜ 傾向＞＜ 傾向＞の年

齢ごとの因子別得点が示されている。これらの因

子別得点の年齢比較を行うために一元配置の分散

分析を行った。その結果 年齢間の統計的有意差は

＜ 傾向＞（ ）のみで

みとめられ ＜ 傾向＞（ ）

にはみとめられなかった。そこで ＜ 傾向＞

の因子別得点について の 法による多重

比較を行ったところ 歳児の因子別得点は 歳児

と 歳児の因子別得点よりも有意に高かった。

この結果から ＜ 傾向＞は 歳児において

特徴的な行動であるが 年齢の増加に伴い行動調

整の力がついてくると減少すると思われた。一方

＜ 傾向＞には年齢の増加による変化はみられ

ないことから 行動特徴ごとの発達過程を踏まえ

た援助が必要になると考えられた。

年齢ごとの因子別得点＜ 傾向＞

年齢ごとの因子別得点＜ 傾向＞

付 記

なお，本研究は科学研究費補助金基盤研究 Ｂ

「幼児期・児童期の情動発達アセスメント・スケ

ールの開発と保育・教育への応用」（研究代表：本

郷一夫）の助成を受けて行われた。
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